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知的財産ポリシー変更案 新旧対照表
高知県農業イノベーション推進課

新 旧

知的財産ポリシー

令和５年○月○日

高知県Next 次世代型施設園芸農業に関する産学官連携協議会

代表者会議

（基本的な考え方）

第１条 ＩｏＰプロジェクトでは、自ら創出した知的財産を、自らの責任のもとに、保護、

管理、活用し、地域社会が受ける利益の最大化を目指す。

（定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。

(1) 知的財産 発明、考案、植物の新品種、意匠、著作物その他の人間の創造的活動

により生み出されるもの（発見又は解明がされた自然の法則又は現象であって、産業

上の利用可能性があるものを含む。）、商標、商号その他事業活動に用いられる商品又

は役務を表示するもの及び営業秘密その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の

情報をいう。

知的財産ポリシー

令和元年９月 21日

ＩｏＰ推進機構検討部会決定

第１条（基本的な考え方）

ＩｏＰプロジェクトでは、自ら創出した知的財産を、自らの責任のもとに、保護、管理、

活用し、地域社会が受ける利益の最大化を目指す。

第２条（定義）

１知的財産

本ポリシーで「知的財産」とは、発明、考案、植物の新品種、意匠、著作物その他の人間

の創造的活動により生み出されるもの（発見又は解明がされた自然の法則又は現象であっ

て、産業上の利用可能性があるものを含む。）、商標、商号その他事業活動に用いられる商

品又は役務を表示するもの及び営業秘密その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の

情報をいう。
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(2) 知的財産権 特許権、実用新案権、育成者権、意匠権、著作権、商標権その他の

知的財産に関して法令により定められた権利又は法律上保護される利益に係る権利

をいう。

(3) 関係組織 第１条に賛同してＩｏＰプロジェクトに参画する地方公共団体、大学、

企業その他の組織をいう。

(4) 対象者 ＩｏＰプロジェクトに関係する組織に雇用されている者、その他ＩｏＰ

プロジェクトに関係する組織の研究者としての採用時に職務発明につき契約がなさ

れている者、ＩｏＰプロジェクトに関係する組織の施設等を利用するＩｏＰプロジ

ェクト関係者以外の者でＩｏＰプロジェクトに関係する組織の職務発明に関する規

則につき契約がなされている者をいう。

（知的財産権の効果）

第３条 研究成果を知的財産権化することのＩｏＰプロジェクトにとっての効果は、次の

各号に掲げるとおり。

(1) ロイヤリティーの還元及び更なる研究資金の獲得で新たな研究資金を生み出す。

(2) 研究成果に対し産業界からの評価を受ける。

(3) 成果物の実施化を通して新たな課題を知る。

(4) 教職員、研究者等にフィードバックされ新たな研究、発明を生み出す貴重な機会

を得る。

(5)ＩｏＰプロジェクトの研究成果が目に見える形で使われることにより、ＩｏＰプロ

ジェクトの社会との連携が促進され、評価が高まる。

２知的財産権

本ポリシーで「知的財産権」とは、特許権、実用新案権、育成者権、意匠権、著作権、商

標権その他の知的財産に関して法令により定められた権利又は法律上保護される利益に

係る権利をいう。

３関係組織

本ポリシーで「関係組織」とは、「第１条（基本的な考え方）」に賛同してＩｏＰプロジェ

クトに参画する地方公共団体、大学、企業その他の組織をいう。

４対象者

本ポリシーの対象者は、ＩｏＰプロジェクトに関係する組織に雇用されている者、その他

ＩｏＰプロジェクトに関係する組織の研究者としての採用時に職務発明につき契約がな

されている者、ＩｏＰプロジェクトに関係する組織の施設等を利用するＩｏＰプロジェク

ト関係者以外の者でＩｏＰプロジェクトに関係する組織の職務発明に関する規則につき

契約がなされている者をいう。

第３条（知的財産権の効果）

研究成果を知的財産権化することは、ＩｏＰプロジェクトにとって、次のような効果があ

る。

１ロイヤリティーの還元及び更なる研究資金の獲得で新たな研究資金を生み出す。

２研究成果に対し産業界からの評価を受ける。

３成果物の実施化を通して新たな課題を知る。

４教職員、研究者等にフィードバックされ新たな研究、発明を生み出す貴重な機会を得る。

５ＩｏＰプロジェクトの研究成果が目に見える形で使われることにより、ＩｏＰプロ

ジェクトの社会との連携が促進され、評価が高まる。
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（研究成果等の権利の帰属）

第４条 ＩｏＰプロジェクトの研究及び開発の成果物は、関係組織及び日本国民全体の財

産であるとの観点並びに第１条に基づき、ＩｏＰプロジェクトの予算を使って行う研究

等、又はＩｏＰプロジェクトが関連する施設、設備、装置を利用して行う研究等の結果、

教職員、研究者等が行った発明等（以下「ＩｏＰ関連職務発明等」という。）に係る知

的財産権については、原則として、当該教職員、研究者等が所属する関係組織の職務発

明規程及び関連する各契約に基づいて帰属が決まる。

２ 関係組織に所属する教職員、研究者等は、ＩｏＰ関連職務発明等をしたときは当該関

係組織の職務発明規程に基づき、速やかに発明等届出書を提出しなければならない。発

明等届出書を受領した関係組織は、その旨を高知県に報告しなければならない。

（知的財産の管理・活用の促進）

第５条 関係組織は、知的財産の管理をするとともに、知的財産権を用いた研究資金の獲

得や企業等への実施許諾等の活用を積極的に努めるものとする。ただし、高知県内での

知的財産の活用を優先する。この場合において、関係組織は、知的財産権の一部又は全

部を高知県に譲渡すること、専用実施権等を高知県に設定すること、通常実施権等を高

知県に許諾すること、通常実施権等を第三者に許諾することを高知県に許容することな

ど、複数の選択肢の中から適したものを高知県と協議の上決定する。

２ 前項の規定にかかわらず、IoPプロジェクト外の組織が費用拠出する場合の共同研究

第４条（研究成果等に関する取扱いと権利の帰属・継承・責務）

１権利の帰属・継承

ＩｏＰプロジェクトの研究及び開発の成果物は、関係組織及び日本国民全体の財産である

との観点並びに「第１条（基本的な考え方）」に基づき、ＩｏＰプロジェクトの予算を使

って行う研究等、又はＩｏＰプロジェクトが関連する施設、設備、装置を利用して行う研

究等の結果、教職員、研究者等が行った発明等（以下「ＩｏＰ関連職務発明等」という。）

に係る知的財産権については、原則として、当該教職員、研究者等が所属する関係組織の

職務発明規程及び関連する各契約に基づいて帰属が決まる。

２教職員、研究者等の責務

関係組織に所属する教職員、研究者等は、ＩｏＰ関連職務発明等をしたときは当該関係組

織の職務発明規程に基づき、速やかに発明等届出書を提出しなければならない。発明等届

出書を受領した関係組織は、その旨を高知県（又は後に設立されるＩｏＰ推進機構（以下

「高知県等」という。））に報告しなければならない。

第５条（知的財産の管理・活用の促進）

関係組織は、知的財産の管理をするとともに、知的財産権を用いた研究資金の獲得や企業

等への実施許諾等の活用を積極的に努めるものとする。ただし、高知県内での知的財産の

活用を優先する。この場合において、関係組織は、知的財産権の一部又は全部を高知県等

に譲渡すること、専用実施権等を高知県等に設定すること、通常実施権等を高知県等に許

諾すること、通常実施権等を第三者に許諾することを高知県等に許容することなど、複数

の選択肢の中から適したものを高知県等と協議の上決定する。
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等の成果としての知的財産は、当該共同研究の当事者間の協議に基づき活用を検討する

ものとする。

（研究成果の取扱い）

第 6条 関係組織に所属する教職員、研究者等は、学会発表、論文発表を積極的に行うも

のとする。ただし、発表前に次の各号に掲げる指針に基づいて知的財産権化の手続きを

するものとする。この場合において、当該関係組織は、高知県に事前相談をしなければ

ならない。

(1) 特許権侵害の発見が容易な発明、例えば素材、機能性成分、材料、機器、計測シ

ステム等に関する発明は、基本的に特許出願を検討する。

(2) 特許権侵害の発見が難しい発明、例えば栽培方法に関する発明は、ノウハウとし

て秘匿することが望ましい。そのため、学会発表、論文発表の際は注意が必要であり、

発表前に所属する関係組織と相談の上対応を検討する。

(3) 新品種に関しては、商標登録と品種登録に必要な手続きを行うことを基本とする。

(4) プログラムについては、著作権として保護する場合と特許出願をする場合がある

ため、所属する関係組織と相談の上対応を検討する。

＜ＩｏＰプロジェクトで想定される研究成果、知的財産等の取扱い＞

関係組織に所属する教職員、研究者等は、学会発表、論文発表を積極的に行うものとする。

ただし、発表前に所属する関係組織と相談の上特許出願等の手続きをするものとする。こ

の場合において、当該関係組織は、高知県等に事前相談をしなければならない。

特許侵害の発見が容易な発明、例えば素材、機能性成分、材料、機器、計測システム等に

関する発明は、基本的に特許出願を検討する。

特許侵害の発見が難しい発明、例えば栽培方法に関する発明は、ノウハウとして秘匿する

ことが望ましい。そのため、学会発表、論文発表の際は注意が必要であり、発表前に所属

する関係組織と相談の上対応を検討する。

新品種に関しては、商標登録と品種登録に必要な手続きを行うことを基本とする。

プログラムについては、著作権として保護する場合と特許出願をする場合があるため、所

属する関係組織と相談の上対応を検討する。
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知的財産ポリシー

令和５年○月○日
高知県Next 次世代型施設園芸農業に関する産学官連携協議会

代表者会議

（基本的な考え方）
第１条 ＩｏＰプロジェクトでは、自ら創出した知的財産を、自らの責任のもとに、保護、管理、
活用し、地域社会が受ける利益の最大化を目指す。

（定義）
第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ
による。
(1) 知的財産 発明、考案、植物の新品種、意匠、著作物その他の人間の創造的活動により生
み出されるもの（発見又は解明がされた自然の法則又は現象であって、産業上の利用可能性
があるものを含む。）、商標、商号その他事業活動に用いられる商品又は役務を表示するもの
及び営業秘密その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報をいう。

(2) 知的財産権 特許権、実用新案権、育成者権、意匠権、著作権、商標権その他の知的財産
に関して法令により定められた権利又は法律上保護される利益に係る権利をいう。

(3) 関係組織 「第１条（基本的な考え方）」に賛同してＩｏＰプロジェクトに参画する地方
公共団体、大学、企業その他の組織をいう。

(4) 対象者 本ポリシーの対象者は、ＩｏＰプロジェクトに関係する組織に雇用されている
者、その他ＩｏＰプロジェクトに関係する組織の研究者としての採用時に職務発明につき契
約がなされている者、ＩｏＰプロジェクトに関係する組織の施設等を利用するＩｏＰプロジ
ェクト関係者以外の者でＩｏＰプロジェクトに関係する組織の職務発明に関する規則につ
き契約がなされている者をいう。

（知的財産権の効果）
第３条 研究成果を知的財産権化することのＩｏＰプロジェクトにとっての効果は、次の各号に
掲げるとおり。
(1) ロイヤリティーの還元及び更なる研究資金の獲得で新たな研究資金を生み出す。
(2) 研究成果に対し産業界からの評価を受ける。
(3) 成果物の実施化を通して新たな課題を知る。
(4) 教職員、研究者等にフィードバックされ新たな研究、発明を生み出す貴重な機会を得る。
(5)ＩｏＰプロジェクトの研究成果が目に見える形で使われることにより、ＩｏＰプロジェクト
の社会との連携が促進され、評価が高まる。
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（研究成果等の権利の帰属）
第４条 ＩｏＰプロジェクトの研究及び開発の成果物は、関係組織及び日本国民全体の財産であ
るとの観点並びに第１条に基づき、ＩｏＰプロジェクトの予算を使って行う研究等、又はＩｏ
Ｐプロジェクトが関連する施設、設備、装置を利用して行う研究等の結果、教職員、研究者等
が行った発明等（以下「ＩｏＰ関連職務発明等」という。）に係る知的財産権については、原則
として、当該教職員、研究者等が所属する関係組織の職務発明規程及び関連する各契約に基づ
いて帰属が決まる。

２ 関係組織に所属する教職員、研究者等は、ＩｏＰ関連職務発明等をしたときは当該関係組織
の職務発明規程に基づき、速やかに発明等届出書を提出しなければならない。発明等届出書を
受領した関係組織は、その旨を高知県に報告しなければならない。

（知的財産の管理・活用の促進）
第５条 関係組織は、知的財産の管理をするとともに、知的財産権を用いた研究資金の獲得や企
業等への実施許諾等の活用を積極的に努めるものとする。ただし、高知県内での知的財産の活
用を優先する。この場合において、関係組織は、知的財産権の一部又は全部を高知県に譲渡す
ること、専用実施権等を高知県に設定すること、通常実施権等を高知県に許諾すること、通常
実施権等を第三者に許諾することを高知県に許容することなど、複数の選択肢の中から適した
ものを高知県と協議の上決定する。

２ 前項の規定にかかわらず、IoP プロジェクト外の組織が費用拠出する場合の共同研究等の成
果としての知的財産は、当該共同研究の当事者間の協議に基づき活用を検討するものとする。

（研究成果の取扱い）
第 6条 関係組織に所属する教職員、研究者等は、学会発表、論文発表を積極的に行うものとす
る。ただし、発表前に、次の各号に掲げる指針に基づいて知的財産権化を検討するものとする。
この場合において、当該関係組織は、高知県に事前相談をしなければならない。
(1) 特許権侵害の発見が容易な発明、例えば素材、機能性成分、材料、機器、計測システム等
に関する発明は、基本的に特許出願を検討する。

(2) 特許権侵害の発見が難しい発明、例えば栽培方法に関する発明は、ノウハウとして秘匿す
ることが望ましい。そのため、学会発表、論文発表の際は注意が必要であり、発表前に所属
する関係組織と相談の上対応を検討する。

(3) 新品種に関しては、商標登録と品種登録に必要な手続きを行うことを基本とする。
(4) プログラムについては、著作権として保護する場合と特許出願をする場合があるため、所
属する関係組織と相談の上対応を検討する。


